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参院選を控え、民主党をはじめ各党のマニフェス

トが一斉に公表された。先に閉幕した国会では、と

りわけ終盤の政治の混乱で、十分な政策論議がで

きなかったことから、マニフェストを通した政策論議

が重要な意味を持つ。しかし残念なことに、今回の

マニフェストでは露骨に増税論議が先行し、肝心の

経済運営の姿が論じられなくなっている。 

正確に言えば、民主党はマニフェストで消費税の

引き上げに直接言及しているわけではない。しか

し、これを発表した前後の記者会見で菅総理は消

費税引き上げに言及し、具体的に10％という数値ま

で挙げたのは注目される。これは実質的に、増税の

公約である。 

総じてメディアの評価は、これまで議論されてこ

なかった消費税問題を取り上げた民主党の政治姿

勢を、前向きに評価している。しかしこれは、増税の

前にとるべき手順を全く無視したものだ。まず重要

なのは、日本経済をきちんとした成長軌道に乗せ、

デフレを克服することだ。筆者の試算によれば、今

後低成長とデフレが続き０％成長となった場合と、

他の先進工業国並みに名目５％の成長と遂げた場

合とでは、10年後の税収が消費税換算で８％分

違ってくることが明らかになっている。要するに、成

長戦略をきちんと実施し、デフレを克服すれば、消

費税を８％ポイント引き上げたのと同様の財政健全

化効果が生じるのだ。だからこそ、増税の前にきち

んとしたマクロ経済運営を行なうことが不可欠なの

である。しかるに民主党政権は、こうしたマクロ運営

を行なうことなく、いきなり増税するというシナリオを

描いていることになる。 

十分な政策論議がないままにとりあえず10％に

消費税を引き上げるといったことになれば、それは

重税国家への引き金を引く可能性がある。いくら増

税しても、期待したほどに財政は健全化しないとい

う悪循環を招くことになるのだ。政治の役割は、単

に勇ましく増税に突き進むことではなく、国民のため

に増税幅をいかに小幅に留めるかに力を尽くすこと

にある。 

さらに今回の民主党マニフェストは、もうひとつの

問題を孕んでいる。それは、増税に向けて超党派の

話し合いの場を提案していることだ。しかし、そもそ

も議会制民主主義は、税の在り方を議論するため

に始まったことを忘れてはならない。税に対する見

識を戦わせることこそが議会の役割であり、これを

放棄するようなことになってはならないのだ。今のと

ころ、野党はこれを拒否しているが、これは見識あ

る正しい対応と言うべきだろう。ちなみに、民主党は

福田内閣時に政府・与党が社会保障国民会議を設

けて同様の提案がなされた際、これを拒否した経験

がある。今回の提案と、いったいどのように整合性

をとるのだろうか。 

今回民主党は、強い経済を掲げ、成長目標を名

目３％、実質２％と打ち出した。メディアは、前回マ

ニフェストではマクロに関する記述がなかったことに

比べて進歩した、と評している。しかし、これも奇妙

な評価だ。以前のマニフェストが悪すぎたために、

民主党マニフェストの読み方 
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今回がよく見えるといった議論に、とても与すること

はできない。 

いわゆるマニフェスト選挙は、次第に定着してき

た感がある。しかし何より重要なのは、そうしたマニ

フェストを正しく評価する仕組みがあるかないか、で

ある。今回の選挙で問われているのは、政党の政

策立案能力よりも、むしろ国民の評価力である。 

 

2010年６月22日（第23号） 

本レポートは、投資判断の参考となる情報の提供を目的としたものであり、投資勧誘を目的として提供するものではありませ

ん。投資方針や時期選択等の最終決定はご自身で判断されますようお願いいたします。また、本レポートに記載された 意見

や予測等は、今後予告なしに変更されることがございます。 なお、本レポートにより利用者の皆様に生じたいかなる損害につ

いても、株式会社外為どっとコム総合研究所ならびに株式会社外為どっとコムは一切の責任を負いかねますことをご了承願

います。Copyright©2010 Gaitame.com Research Institute Ltd. All Rights Reserved. www.gaitamesk.com 

www.gaitamesk.com 


